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変更届出書（第一面～第五面）
【規則第十一条 別記様式第九号】 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 第二面～第五面のうち、変更のない書類は省略可

登記事項証明書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
本店所在地の法務局（登記所）が発行する法人の履歴事項全部証明書（発行日から
３か月以内のもの）
※写しによる提出可

役員が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しな
い旨の市町村（特別区を含む）の長の証明書（注３） ○ ○ ○ ○

本籍地の市区町村が発行する身分証明書（発行日から3ヶ月以内のもの）
※写しによる提出可
※新たに就任した役員（代表取締役、取締役、監査役、
代表執行役、執行役、会計参与など）全員について必要

役員並びに相談役及び顧問の略歴を記載した書面
【規則第七条 別記様式第二号】 ○ ○ ○ ○

法第六条第一項第二号から第四号まで、第六号及び第八号から
第十一号までのいずれにも該当しないことを誓約する書面 【規則第
七条 別記様式第六号】

○ ○ ○ ○ 法人の代表者・役員の場合は「法第六条第一項第八号にに該当しないことを誓約する書
面」を提出

業務管理者の配置状況
【規則第七条 別記様式第五号】 ○ ○ ○ ○

・登録証明事業実施機関が発行する証明書を添付（※）または、
・宅地建物取引士証の写し及び指定講習機関が発行する指定講習修了証を添付
※令和２年度までに賃貸不動産経営管理士試験に合格し、令和４年６月までに登録し
た賃貸不動産経営管理士においては、賃貸不動産経営管理士証及び移行講習機関が
発行する移行講習修了証を添付

返信用封筒 ○ 登録通知書の発行を希望する者は、所管の地方整備局等へＡ４サイズの返信用封筒に
宛先を記載の上120円分の切手を貼付し郵送

【法人】変更の届出等に係る必要書類一覧
主たる営業所又は事務所 従たる営業所又は事務所 氏名

　（１）郵送にて申請を行う場合に提出する部数は、正本１部をご提出ください。

　（２）登録の変更があったときは、その日から30日以内に提出する必要があります。

　（３）登録の変更のために、その他書類を必要に応じて求める場合があります。

　（４）変更の届出をする者は、法第6条第1項に該当する事由の有無の審査のため、変更の届出のために提出した書類に記載の個人情報が警察当局に提供されることに同意の上、書類をご提出ください。

（注１）営業所または事務所が商業登記簿に記載されていない場合は、登記事項証明書を添付する必要はありません。

（注２）変更後の氏名で商業登記簿に記載されていない場合は、変更届出そのものを行う必要はありません。

（注３）現在の取締役が監査役に就任（変更）するなど社内で他の役職に就任する場合は、役員が破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者に該当しない旨の市町村（特別区を含む。次号において同じ。）の長の証明書の添付を省略することができます。
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